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アジア経済法令ニュース No.21-39 

 添付法令資料 1： 韓国アジア文化中心都市造成に関する特別法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国安全生産法（目次） 

 添付法令資料 3： 電力の安全性に関する 2021年5月18日付インドネシア共和国 

  鉱物資源大臣規則 No.10（目次） 

 添付法令資料 4： 契約に従い外国における就労に赴くベトナム労働者法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2021 年 9 月 24 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 155 号） 

21.09.15 公布／同日施行 

2 著作権法第六十三条第五項に規定する文化庁長官が定める情報及び方法を定

める件（文化庁告示第 61 号） 

21.09.17 公布／22.01.01 施行 

3 日本国憲法の改正手続に関する法律施行令の一部を改正する政令（政令第

255 号） 

21.09.17 公布 

4 特許法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 256 号） 

21.09.17 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

5 法人税法施行規則等の一部を改正する省令の一部を改正する省令（財務省令

第 66 号） 

21.09.17 公布／同日施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于进一步压实网站平台信息内容管理主体责任的意见 

21.09.15 公布 国家インターネット情報弁公室 

2 检察公益诉讼起诉典型案例 

21.09.15 公布 最高人民検察院 

3 中华人民共和国海关注册登记和备案企业信用管理办法 

21.09.13 公布 税関総署令第 251 号／21.11.01 施行 

4 工业和信息化部关于加强车联网网络安全和数据安全工作的通知 

21.09.15 公布 工業及び情報化部 工信部網安[2021]134 号 

5 国务院关税税则委员会关于对美加征关税商品第五次排除延期清单的公告 

21.09.16 公布 国務院関税税則委員会公告[2021]7 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国人民银行关于开展内地与香港债券市场互联互通南向合作的通知 

21.09.14 公布 中国人民銀行／21.09.24 施行 

 

第 3 ロシア 

1 犯罪的方法により取得された所得の適法化（ロンダリング）及びテロリズム

に係る資金供与に対する対抗に関するロシア連邦法律第 6 条及び人の基本的権

利若しくは自由又はロシア連邦市民の権利若しくは自由の侵害に関与する者

に対する感化処分に関するロシア連邦法律第 3.1 条への変更の導入に関する

2021 年 6 月 28 日付ロシア連邦法律 No.230-FZ 

一部を除き、公布の日から 10 日経過後に施行 

2 ロシア連邦民法典第 1 部への変更の導入に関する 2021 年 6 月 28 日付ロシア

連邦法律 No.225-FZ 

2021 年 7 月 1 日から施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 中国・インドネシア及び台湾産ステンレス鋼平板圧延に対するダンピング防

止関税賦課に関する規則 

21.09.15 公布 企画財政部令第 865 号／同日施行 

2 公共住宅特別法施行令一部改正令 

21.09.17 公布 大統領令第 31991 号／21.09.21 施行 

3 都市再生の活性化及び支援に関する特別法施行令一部改正令 

21.09.17 公布 大統領令第 31989 号／21.09.21 施行 

4 空き家及び小規模住宅整備に関する特例法施行令一部改正令 

21.09.17 公布 大統領令第 31990 号／21.09.21 施行 

5 加徳島新空港建設のための特別法施行規則 

21.09.17 公布 国土交通部令第 886 号／同日施行 

6 建設技術振興法施行規則一部改正令 

21.09.17 公布 国土交通部令第 887 号／同日施行 

 

第 6 台湾 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Employment of Foreign Manpower Act - Employment of Foreign 

Manpower (Work Pass Exemptions for Seamen and Full-time Students) 

(Amendment) Notification 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 17 

Sep 2021 and comes into operation on 20 Sep 2021; No.S699/2021 

2 Securities and Futures Act - Securities and Futures (Licensing and 

Conduct of Business) (Amendment No. 3) Regulations 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 17 

Sep 2021 and come into operation on 18 Sep 2021; No.S701/2021 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2564 年（西暦 2021 年）会計年度支出予算法 

21.09.15 制定／21.10.01 施行 

2 外国人の就業の通知及び通知受領に関する仏暦 2564 年（西暦 2021 年）の職

業斡旋局の規定 

21.09.08 制定／21.09.24 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 INSURANCE COMMISSION  

  CIRCULAR LETTER NO. 2021-52 

  OMNIBUS GUIDELINES ON THE CONSOLIDATION AND MERGER 

OF INSURANCE COMPANIES  

21.09.10 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

2 INSURANCE COMMISSION  

  CIRCULAR LETTER NO. 2021-53 

  OMNIBUS GUIDELINES ON FOREIGN CURRENCY DENOMINATED 

INVESTMENTS AND INSURANCE POLICIES   

21.09.10 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 21-32 

  ON-SITE OPERATIONAL CAPACITY OF BUSINESS 

ESTABLISHMENTS, PERSONS, AND ACTIVITIES IN THE NATIONAL 

CAPITAL REGION UNDER THE PILOT IMPLEMENTATION OF ALERT 
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LEVEL SYSTEM FOR COVID-19 RESPONSE 

21.09.16 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から直ちに施行 

4 INSURANCE COMMISSION  

  CIRCULAR LETTER NO. 2021-54 

  GUIDELINES ON THE SYNCHRONIZATION OF THE PERIOD OF 

COVERAGE OF COMPREHENSIVE MOTOR CAR INSURANCE 

POLICIES WITH THE DATE OF MOTOR VEHICLE REGISTRATION  

21.09.16 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 大規模投資プロジェクトの実行のための最良の提案の選別の行政規則の承認

に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2021 年 9 月 21 日付 No.592／同月 22 日施行 

2 納税者登録の更なる改善及び付加価値税の還付手続の簡略化に係る措置に関

するウズベキスタン共和国内閣決定 

2021 年 9 月 22 日付 No.595／同年 12 月 23 日から施行 

3 裁判所への申立てのためのより有利な条件の設定及び民事手続における略式

訴訟手続の導入に関連するいくつかのウズベキスタン共和国法令への変更及

び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2021 年 9 月 16 日付 No.ZRU-716／同月 17 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 17 ミャンマー 

1 刑法典を改正する法律 

21.08.24 制定 国家行政評議会法律第 22/2021 号 

2 刑事訴訟法を改正する法律 

21.08.24 制定 国家行政評議会法律第 23/2021 号 

3 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 95/2021 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

21.09.06 制定 

4 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 96/2021 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

21.09.13 制定 

5 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 103/2021 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

21.09.20 制定 

6 輸出／輸入に関する推薦状の取得・提出の実施に関して通知する件 

ミャンマー投資委員会による通知／21.09.21 DICA ホームページに掲載 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国アジア文化中心都市造成に関する特別法（目次） 

   2 中国安全生産法（目次） 

   3 電力の安全性に関する 2021年 5月 18日付インドネシア共和国鉱物資源大臣

規則 No.10（目次） 

   4 契約に従い外国における就労に赴くベトナム労働者法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 
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須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 
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：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


